
　私たちの社会の行く末について，漠然とした不安はないだろうか。かつて世

界に誇った日本の産業競争力は急速に失われ，日本経済は「一人負け」の状況

が続いている。雇用の不安定化も著しく，貯蓄ゼロの単身世帯は 2019 年には

4 割ほどにのぼり，「貧しさ」はもはや空気のように当たり前にあるものとし

て受け止められるようにもなった。国連が毎年公表している幸福度ランキング

でも，2020 年の日本の順位は 62 位と先進国で最低である。

　こうしたなか，いま人々の生活を支える政府や財政の役割が鋭く問われてい

る。税制や社会保障をめぐって，政策論議が盛んに行われるようになってきた

のはこのためである。しかしながら，政府や財政のあり方をどうすべきかにつ

いて，さしたる模範はない。かつて指針とした欧米諸国も同じように苦しんで

いる以上，これらの国々の流儀をただ見習えばよいわけではないからである。

私たち自身で，悩み，語り合い，解を探し続けていくしかない。

　さて本書は，財政と財政学の世界へとはじめの一歩を踏み出そうとする，初

学者のためのテキストである。ただし，単なる入門書ではない。財政の基礎的

な知識を網羅的に解説する入門テキストはすでにいくつもある。それに対し本

書は，財政の理論・制度・歴史に関する知識を「教科書的」に盛り込もうとせ

ず，あえて大胆に絞り込んだ。

　その代わりに本書は，財政のことはほとんどわからないし，さほど関心を持

っているわけでもない方にも，財政学のおもしろさ，大事さを知ってもらうた

めに紙幅を割くことにした。財政ってややこしいけど，ようするに何なのだろ

う。私たちにとってなぜ，どういうふうに大切なのだろう。身近な生活や社会

全体の行く末を左右する大問題に挑むための武器になりうるのだろうか。知的

関心の源となるこうした疑問に寄り添い，応えることで，本書があなたの思考

を刺激し，あなたのために「財政学の扉をひらく」ことができたらと願ってい

る。これが本書の最大のねらいである。

　そのため本書は，理解の仕方や結論の出し方によって社会の方向性が大きく

左右されるような問い，つまりイシューをふんだんに論じることにした（第 2

部）。それらは「成長か分配か」「格差問題をどう考えるべきか」「若年層と高
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齢層の世代間対立にどう向き合うべきか」「地域の現状をどう理解すべきか」

「ナショナルかグローバルか」といったように多岐にわたっており，それぞれ

に財政学の観点から切り込んでいる。

　もっとも，これら重要なイシューに，基礎的な知識もなく立ち向かうことは

難しい。そこで，まず第 1部で財政学のエッセンスに触れてほしい。徒手空拳

ではなく確かな武器を手にするために不可欠な財政学の基礎的知識や問いかけ

が，第 1部には厳選して盛り込まれている。第 1部で得られた知識を使って，
第 2部で私たちが直面する今日的な問いを考えてみるという流れが，本書の特

徴である。

　経済学の原典ともいわれるクセノフォンの『オイコノミコス』には，お金で

あれ何であれ，「その扱い方を知っている者にとっては，それは財産であり，

そうでない人にとっては，財産ではない」とソクラテスが語る場面がある。私

たちの社会はたしかに「財政」を持ってはいるが，現在，日本財政は私たちに

とって「財産」と呼べるようなものだろうか。

　さあ，財政学の扉をひらいてみよう。歴史的な曲がり角に立つ私たちは，財

政学を武器にして，いかに未来を切り拓くことができるだろうか。

2020 年 9 月

著　　者
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●イラストと INTRODUCTION（章扉）

各章の扉には，その章を象徴するイラストと，導入のための説明文

（INTRODUCTION）が入っています。
●ACTIVITY（序章，終章を除く各節末）とNEXT STEP（理解を深める）（序章，

終章を除く各章末）

　本書では，序章と終章を除くすべての章に，ACTIVITY（各節の末尾），
NEXT STEP（理解を深める）（各章の末尾）という形で，さまざまな問いを

用意しました。大学の講義やゼミでの「アクティブ・ラーニング」的な学び

の材料として，あるいは自学自習にあたって思考を巡らせるヒントとして，

活用してください。それを通じて，財政学の世界の広がりや，必ずしも答え

が確定しない重要な問いの存在を，読者の皆さんに実感していただければと

願っています。
●読書案内（各章末）

各章を読み終えた後に学びを深めたいときにおすすめの本を紹介していま

す。
●引用・参考文献（巻末）

各章を執筆する際に参考にした文献が，章ごとに掲載されています。
●ティーチャーズ・ガイド：問いの活用法に関するヒント（巻末）

講義・ゼミ・ワークショップなどの指導者向けに，ACTIVITY，NEXT

STEP の具体的な活用方法について説明しています。
●索引（巻末）

重要な概念や用語，人名を中心に拾ってあります。
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000000序　章
経済・社会の動揺と財政

I N T R O D U C T I O N

分断の時代を生きる

　財政は，「鏡」のように社会のあり方を反映する。そのため財政学は，社会の来し
方と行く末を知るための格好の学問といえる。それでは，時代が転換期を迎えている
といわれるいま，私たちが財政学を学ぶことは，いかなる具体的な意義を持ちうるの
だろうか。このことをまず序章では考えていこう。

財政とは何だろうか？　財政学の世界に一歩踏み出そう！



1　社会の「鏡」としての財政

転換期を生きる

　皆さんの多くは，「昨日」と「今日」がだいたい同じものであるとして，

日々の生活を送っているはずだ。アラームにセットされたいつもの時間に起床

をし，家族と朝食を食べ，学校に通う。そこには見慣れた先生や友人がおり，

ともに勉強をし，会話を弾ませる。帰宅したら，毎週の楽しみになっているド

ラマをみたあと，就寝してまた朝を迎える。歴史の大部分は，こうした「昨

日」のような「今日」の積み重ねからなっている。

　もちろん，「昨日」と「今日」はただ似ているだけで，まったく同じもので

はない。これもまた事実である。日々の生活が限りなく似ていて，毎日が退屈

に感じられたとしても，その姿にはわずかな違いが隠れている。

　大切なことは，そうした日々の些細な違いが積み重なった結果，社会がそれ

以前の姿とはまったくの「別もの」になってしまうときがある，ということで

ある。それは「転換期」と呼ばれる。転換期は，社会の方向性を変え，人々の

生活の行く末を決定付けるという意味で，きわめて重要な時期だといえる。し

ばしば，戦争や革命，経済・金融危機，伝染病の蔓延，そして大規模な自然環

境の変化などが引き金となって，社会の転換がもたらされてきた。

　ひるがえって，日本社会のいまの立ち位置はどうだろうか。詳しくは本書で

少しずつ学んでいくことになるが，私たちの社会はどうやら，時代の曲がり角

に立っているようだ。

　かつて世界に誇った経済力は急速に失われ，人々の生活の要となっていた安

定した雇用は崩れてきた。結果として格差・貧困問題があらわとなり，所得の

違いによる社会の分断，階層化が進み，少なからぬ人々の生存そのものが脅か

されている。経済的基盤が失われれば当然，家族を形成することは困難となり，

ひいては社会全体の持続可能性も危ぶまれることになる。少子化はこうして，

私たちの眼前に現れた。このような「生きづらさ」をみるに，私たちの社会は
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土台から揺るがされているといってよい。

社会の「鏡」としての財政

　皆さんが本書で学ぶことになる財政学は，こうした社会のあり方を知るため

の格好の学問である。というのも，財政学者の神野直彦がいうように，「財政

が危機に陥った時には，その背後には，必ず社会的危機か経済的危機が潜んで

いる」からだ。つまり，財政は社会のあり方を「鏡」のように映し出すもので

あり，財政を知れば社会全体に対する理解を深めることができる。そこに，財

政学を学ぶ意味がある。

　もちろん，社会そのものを直接，観察すればすむことではないかと思われる

かもしれない。しかし，財政の場合は社会のありとあらゆる問題が，予算のな

かに数字として凝縮されていることがポイントとなる。つまり，社会のあり方

やその変化の方向性を，財政の収入や支出という具体的な数字をもとに読み解

くことができるわけである。

　たとえば財政赤字という現象も，単に支出と収入の不均衡という問題にとど

めずに，社会全体の不均衡の現れとして理解することができる。日本の財政赤

字は，政府による無駄遣いもあるとはいえ，より本質的な問題として，雇用の

不安定化や家族の縮小などの社会変容を財政が一身に受け止めてきたことが関

係しているからである。このように，財政危機には社会の危機的状況が端的に

現れている。

　経済学者のジョセフ・シュンペーターはかつて，「財政は，社会を分析する

ための最良の出発点である」と述べた。私たちもこの言葉にならうことにしよ

う。財政学を学ぶ意義は，それが社会のあり方を適切に理解するための 1 つの

方法だという点にある。
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2　生きづらさを「分かち合う」

財政には私たちの意思が反映されている

　財政が社会のあり方を「鏡」のように反映しているということの意味につい

て，もう少し掘り下げてみよう。

　なぜ政府が財・サービスを提供するのかという問いに対し，経済学では伝統

的に「公共財の理論」によって解答を与えてきた。公共財とは政府の提供する

財・サービスを意味するが，公共財の理論では，市場での値付けが適切な形で

行われず，売り買いすることが困難な財・サービスに限って，政府が市場に代

わって供給すべきだと理解されている。典型的な例としては，価格を支払わな

い人々も受益者となってしまうために，いわゆるフリーライダー（ただ乗り）

問題が生じる，防衛や治安サービスのようなものがあげられてきた。

　しかしながら，皆さんが日々必要とするもので，市場での売り買いが困難な

ものがどれだけあるのか，ぜひ考えてみてほしい。さまざまな例が出てくるか

もしれないが，よくよく考えるとほとんどのものが市場で売買可能なことに気

付くはずだ。このことは，現在，政府が提供している教育，医療，介護，年金

などと同種のものが市場で取引されていることを思い起こすだけですぐにわか

る。しかも，民間企業が提供する警備サービスはおろか，世界には民間の軍

事・戦闘請負ビジネスまでもが存在するように，治安サービスや防衛といった

「純粋公共財」と経済学の教科書がみなすものでさえ，市場での取引が一定の

規模で存在する。このように，政府が提供すべき財とそうでない財との区分は，

公共財の理論がいうようには明確ではない。

　上の例のように，市場で供給されているものであっても，私たちが財政を通

じて公的に供給したほうが望ましいと判断しさえすれば，実はどんなものであ

れ公共財になりえてしまう。財政学者のリチャード・マスグレイブは，私的財

として市場を通じても提供できるが，社会にとって価値があり，そのため公的

に提供されるべきものと人々に認められた財やサービスを「価値財」と呼んだ。
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これは，私的財か公共財かの区分は，財の性格そのものからは定まらないとい

うことを意味する。その境界線は，私たちの政治的な意思ひとつでいかように

も変わりうるのである。

　実際に，国によって公共財の範囲も異なっている。スウェーデンやデンマー

クのように多くの財・サービスが公共財として提供されている国もあれば，公

共財の範囲を狭く限定しようとする国もある。たとえば日本では，公的教育支

出の水準がきわめて低かったり，公的な住宅手当が十分な規模では存在してい

なかったりする。低所得の労働者を支援するためにいくつかの国で導入されて

いる給付付き税額控除（➡ 第 7章）のような仕組みもない。これらは結果とし

て，教育機会の不平等や貧困率の高さとなって現れているが，それは生活保障

における日本人の自己責任意識の強さを反映したものともとらえられよう。な

ぜなら，何を公共財とするか，あるいは，何の費用を個人の責任に委ね，何の

費用を公的な仕組み（すなわち財政）を通じてまかなうかは，私たちが民主的

な手続きを経て決めることだからである。

　財政が社会のあり方を反映しているということの意味が，少しずつわかって

きただろうか。

ニーズと欲望

　多くの財・サービスが市場と財政のどちらを通じてでも供給できるのだとし

ても，両者はまったく同じ役割を担っているわけではない。ここで，市場と財

政，それぞれの役割の違いを押さえておきたい。

　まず，市場での財・サービスの配分が，私たちの持つお金の大小に応じて行

われていることはすぐにわかるであろう。本や食べ物など，市場で売り買いさ

れている財・サービスに，無料で提供されているものは何ひとつとして存在し

ない。そのため，市場から多くの品物を苦もなく購入することができる豊かな

人々がいる一方で，そうすることのできない貧しい人々もまたいることになっ

てしまう。要するに，市場によって私たちの生活をあまねく保障することはで

きない。

　たとえば，医療サービスの供給をすべて市場に任せることも可能ではあるが，

ひとたび重い病気にかかれば治療費が莫大となり，その負担に耐えられない
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人々をたちどころに死に追いやってしまうことになる。また，教育をすべて市

場に委ねてしまえば，裕福な者のみが良質な教育を受けられることとなり，社

会の分断，階層化が極端に進行してしまうだろう。

　民主主義においては，貧しいものと豊かなものの「声」を，1 人 1 票の原理

によって等しく反映させることができる。対して市場では，マネーを持たない

者があたかも「投票権」を持たない者のように扱われ，それらの人々の「声」

が無視されてしまうことが問題である。私たちの生存，さらにはより人間的な

生活のために必要とみなされる財やサービスを，政府が財政を通じて無償で提

供することが必要となるのはこのためである。

　人々の欲求を，生存あるいはより人間的な生活のために人々が集団的に求め

る「ニーズ」と，私的な生活の満足のために個々の人々が求める「欲望」とに

区分した場合，財政の目的はニーズを無償で満たすことにあり，市場の目的は

欲望を有償で満たすことにある。こうした違いを理解することはきわめて重要

である。

生きづらさを「分かち合う」

　歴史的にみると，ほぼ一貫してニーズの範囲は拡大し，公共財として提供さ

れるものは増大してきた。この点を，1868 年から 2011 年における政府支出の

対 GDP 比の推移を示した図序. 1 によって確認しておきたい。データは，イギ

リス，アメリカ，ドイツ，フランス，スウェーデン，日本の 6 カ国である。

この図をみると，20 世紀初頭までは，どの国も財政支出は比較的フラット

に推移してきたことがわかる。しかしながら，1914 年から 1918 年の第 1 次世

界大戦と，1939 年から 45 年の第 2 次世界大戦を経て財政規模は急拡大する。

終戦時に財政規模は縮小しているものの，イギリスに典型的なようにかつての

規模まで下がることはなかった。このように，戦争のような社会的動乱をきっ

かけとして歳出水準が大きく底上げされ，以前の水準から隔絶したものになる

ことを経済学者のアラン・ピーコックとジャック・ワイズマンは「転位効果」

と呼んだ。

　このような財政規模の拡大は主として軍事費に牽引されたものであったが，

各国は戦争が引き起こした人間生活に対する破滅的な影響を反省し，人々の生
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存権の保障を目的とする福祉国家の建設を急ぐことになる。実際に，終戦後，

医療，年金，教育，子育て，雇用，介護などといった社会保障関連支出を中心

に財政規模が拡大していった。重要なことは，各国の人々が長い年月をかけて

自らの意思を政治的に反映させ，誰しもが共通して抱くニーズを見極め，生き

づらさを「分かち合う」ように福祉国家を形作っていった点である。これは，

「共同需要の共同充足」とも呼ばれることがある。

　裏返していえば，人々の政治的な意思の力の欠如は，歴史的に形成された福

祉国家を後退させる要因ともなる。とくに第 6章や第 10章で述べるように，

経済のグローバル化の進展とともに，財政や社会保障への切り下げ圧力が強ま

り，格差や貧困の問題が社会の隅々にまで行き渡ってきた。財政の舵取りをど

うすべきか，私たちの意思が鋭く問われているといえよう。財政をめぐる民主

主義，すなわち財政民主主義を私たちが重視するのも，こうした理由からであ

る。
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図序. 1　政府支出の対GDP比の推移（1868～2011 年）
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3　社会問題としての財政

ニーズをめぐる分断と対立

　ここまで，市場と対比しつつ財政とは何かについて簡潔に論じてきた。財政

は，人々のニーズを汲み取り，生存や人間的な生活を公的に保障する方向に発

展し，その役割は時代を経るとともに増大してきたのであった。現在では財政

は，医療，年金，教育，生活保護などを通じて人々の生活の困難を解決する不

可欠の手段となっている。

　ただし，財政は同時にそれ自体が，立派な社会問題ともなっていることを忘

れてはならない。たとえば，日本でも近年，消費税が段階的に引き上げられて

きたが，増税そのものを好む人々は多くはないであろう。実際に，消費税は

財・サービスの価格を引き上げ，人々の購買力を低下させることで景気の悪化

につながると懸念する向きは多い。また，ただでさえ格差・貧困が拡大してい

るといわれるなか，低所得層ほど負担の重くなる逆進的な消費税を引き上げる

ことは適切ではなく，むしろ所得税の改革を行ったほうがよいという見方もあ

る。このように，増税のタイミングや税目の選択は常に大きな議論を呼ぶ。

　問題は，歳入面だけではない。歳出面においても，限られた税収を何に使う

べきかについて大きな論争がある。たとえば，日本では年金や医療を中心に高

齢世代に傾斜して歳出が割かれており，現役世代の生活保障が軽視されてきた

のではないか。そのため，世代間の公平を期するため，子育て支援や教育を充

実させるなど，歳出の中身を組み換える必要があるのではないか。あるいは，

日本の貧困率は他国と比して高いのだから，生活保護などを通じ，とくに低所

得層に重点を絞って配分すべきではないかなど，論争は尽きることはない。

　このように，財政の役割が「共同需要の共同充足」にあるとひと口にいって

も，何が「共同需要」なのか，「人々に共通するニーズ」とは何かについて，

意見の一致がみられるわけではない。むしろ，人々の間に大きな対立・分断が

生じることが一般的であるとさえいってよい。
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　こうした意見の不一致を前にして，自信を持って「これが正しい政策だ」と

断言できる人はそれほど多くいないに違いない。だからこそ，皆さんは少しで

も理解を進めたくて本書を手に取ってくださったのだろう。

　しかし，正直に告白すれば，財政学を専門にする筆者にとっても，財政は不

思議なことだらけである。だからこそ，皆さんの疑問の数々に性急に答えを与

えるより，むしろそれらの疑問を当然のものとして受け止め，ともに思考をめ

ぐらせることによって，財政学の世界へと皆さんを誘いたいと思っている。そ

のため，通常の入門テキストには含まれるような理論・制度の解説の一部を大

胆に省きながらも，財政学の意義を肌で感じられるようなさまざまな論点を代

わりに盛り込むこととした。

本書の構成

　本書は，第 1部で財政学の入門的な知識を学び，第 2部ではそれらを活かし

ながら現実の社会問題を考えるという 2 部構成をとっている。ここで，次章以

降で学ぶ内容を概観しておこう。

　第 1章では予算論の基礎を学ぶ。予算は，財政の支出と収入を決定するメカ

ニズムであり，そこに財政が満たすニーズが表現される。予算をいかに私たち

の意思のもとに決めることができるのかという財政民主主義の問題が，予算論

の中心にある。

　予算論は，財政を主に歳出面から把握することを主眼としているが，第 2章

から第 4章ではこれを歳入面から理解することを目的としている。税，社会保

険，国債，どれも同じように政府の財源調達手段であるが，税は強制性と無償

性を原理とする一方で，社会保険と国債はそれとは異なる原理に基づいている。

なお，社会のありようを反映し，これらがどのように組み合わされているのか

については各国ごとに異なっている。これらの章では財源論の基礎を学ぶ。

　第 5章では地方財政を取り上げる。財政とひと口にいっても大まかに国家財

政と地方財政の 2 つがある。近年では，人々の生活を支える地方自治体の役割

が注目されており，地方分権により身近な領域で生活保障を再構築することは

世界的な潮流でもある。その意味で，地方財政の基礎を学ぶことは非常に重要

となる。
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　第 2部の第 6章から第 10章までは，成長か再分配か，格差問題を解決すべ

きか否か，若年層と高齢層の世代間対立にどう向き合うべきか，中央集権か地

方分権か，ナショナルかグローバルかといったような，解決の出し方によって

社会の方向性を決定するような代表的なイシューをふんだんに盛り込んだ。こ

れらの問題を考えるにあたって，第 1部で培った知識が大いに役立つことにな

る。財政現象の広がりを知ることで，財政学を学ぶ意義を実感するとともに，

その楽しさを知っていただければと願っている。

読書案内 B o o k g u i d e

①井手英策［2017］『財政から読みとく日本社会─君たちの未来のために』岩波
書店（岩波ジュニア新書）
→本章で述べた「社会を映し出す鏡としての財政」は，井手の言葉である。日本

財政の歴史や現状が初学者にもわかりやすい言葉で説明されているので，最初
の一冊としてぜひ手に取ってほしい。

②神野直彦［2010］『「分かち合い」の経済学』岩波書店（岩波新書）
→社会の危機を引き受ける財政の意義を，「分かち合い」という一貫した視座か

らまとめた書籍である。日本の問題にとどまらず，グローバルな政治・経済体
制との関連で財政問題が論じられている点も特徴である。

③ヤニス・バルファキス（関美和訳）［2019］『父が娘に語る 美しく，深く，壮大
で，とんでもなくわかりやすい経済の話。』ダイヤモンド社
→ギリシャの元財務大臣による著作。市場社会の歴史的な展開や，市場社会の問

題点がやさしい言葉で簡潔にまとめられている。また，富裕層が何票でも「投
票」できる市場の原理と，1 人 1 票に基づく政治の原理とが対比的に説明され
ている。
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● あ　行
あつらえ税　　43
アメリカ　　6，53，64，68，71，126，127，138，180，

181，186，188，190，203
イギリス　　6，53，54，64，67，68，84，126，138，

180，184
依存財源　　93
一般会計　　21，148
一般財源　　93，174
一般社会税　　65
一般消費税　　42
一般政府　　112
移転価格操作　　185
移　民　　190
EU　　189
─離脱　　189

インカムゲイン　　72
インフレ　　73，83
ウルトラ・リッチ　　181
エレファント・カーブ　　182
オイルショック　　110，151
応益割　　61
応能割　　61
欧州債務危機　　188，190
欧州統合　　189，190
大きな政府　　180

● か　行
外貨建て　　81
会計検査院　　25
会計年度　　16
介護の社会化　　168
介護保険制度　　27，152，167，168
概算要求　　24
─基準　　24

皆保険・皆年金　　148
下院優越の原則　　18
格　差　　125，196
革新自治体　　120
課税最低限　　44，60，64，136
課税ベース　　62，64
過疎対策　　162

価値財　　4
借換債　　74，75
簡素性　　40
議会制民主主義　　30
議会による予算統制　　18，20，26
機関委任事務　　99
企業別組合　　127
ギグエコノミー　　130
規制緩和　　114
基礎控除　　44
基礎自治体　　167
基礎的財政収支　→プライマリーバランス
義務付け・枠付け　　99，100
義務的経費　　77
逆進性（的）　　46，60，61
逆選択　　57
キャピタルゲイン　　72
給付付き税額控除　　138
給付の権利性　　149
給付の選別性　　149
強制性　　36，57，72
行政責任明確化の原則　　97，99
行政組織の縦割り構造　　171
行政の計画化　　26
共同作業　　205
─による生産機能　　197

共同需要の共同充足　　7
共同の財布　　16，32，200，201，205
均等割　　61
金融緩和政策　　80
金融危機　　187，188
金融所得　　181
金融の自由化・国際化　　180，187
金融の不安定性　　192
金　利　　75，79
勤労所得　　185
勤労税額控除　　138
組合管掌健康保険　　59
クラウディングアウト　　77，80
クリーム・スキミング　　57
グローバル化　　178，189─191

経済の─　　178
第 1 次─　　179
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第 2 次─　　179
グローバル公共財（地球公共財）　　191─193
グローバル・ジャスティス　　191
グローバルタックス　　191，192
グローバル中間層　　181
経済安定化　　108，196
経済財政諮問会議　　24
経済成長　　108，109
─志向　　119，120
─率　　79

経済的不平等　　125，181
ケインジアン　　78
決　算　　16，24
決算審議・予算執行監督の原則　　18
決定権限の「集権─分権」　　94
現役世代　　143
限界税率　　44
現金給付　　117，131，167
減　税　　47，204
現物給付　　162，167
権力の下方拡散　　192
権力の上方統合　　192
公共財　　4，191
─の理論　　4

公共事業（公共投資）　　95，102，161
公　債　　70，84
─依存度　　70
─残高　　71，79
─の中立命題　　78
─発行　　205
─費　　77
─不発行主義　　70

厚生年金保険　　59
合成の誤謬　　130
公的社会支出　　53，142
公的年金等控除　　62
高度経済成長期　　119，161
幸福追求権　　162
公平性　　40
効率理論　　185
高齢者向けの支出　　143
国　債　　74
─費　　77，79
赤字─　　75
建設─　　74
特例─　　74，75
普通─　　74
4 条─　　74

国際化　　180

超─　　180
国際協調　　180，191
国債整理基金特別会計　　22
国民皆保険・皆年金　　54，119
国民健康保険　　61
国民年金　　61
国家間の経済的不平等　　182
国家内の経済的不平等　　182
国庫支出金　　93，95
子どもの貧困　　122
個別消費税　　42
雇用の非正規化（・不安定化）　　120，202

● さ　行
歳　出　　21
─削減　　79
─の限度額（シーリング）　　24

財政赤字　　27，107，188，189，196，205
財政危機　　3，188
財政再建　　79，107，189，190，196
財政調整制度　　93，95
財政投融資　　22，23
─機関　　21
─計画　　22
─特別会計国債（財投債）　　22

財政の経済政策化　　26
財政の硬直化　　76
財政の持続可能性　　78
財政破綻　　81，83
財政法　　19，71，73─75，83
財政民主主義　　7，15，32，38，77
─の形骸化　　27

最低限度の生活　　140
最低所得保障　　132，135
最低生活費　　132，140
最低生活保障　　67
─制度　　65

最低保障所得　　136，137
最低保障年金　　67
歳　入　　21
債務国家　　72
財務省　　24
財務省原案（予算）　　25
債務不履行　　77，81，83
サブプライムローン　　188
産業基盤整備　　162
産業立地政策　　164
三位一体改革　　96
事業主負担　　61
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資源配分　　108，196
自国第一主義　　190
自国通貨建て　　81
自己責任　　119，122，147
─意識　　200，202

事後的な補償　　184
自己統治　→被統治者による統治
事後の救済　　116
自己負担（利用者負担）　　62，149─151
─額　　151

私　債　　84
資産課税　　47
資産割　　61
自主財源　　93
支出税　→累進消費税
市場化　　169
自然の（身体的な）不平等　　125
事前の予防　　116
持続可能な経済成長　　120
持続可能なまちづくり　　165
市町村合併　　175
失業扶助　　133
執行権限の「集中─分散」　　94
私的財　　5
ジニ係数　　125
自発性　　72
資本所得　　185
事務配分　　97
シャウプ勧告　　97
社会化　　153
社会的信頼　　39，202，206
社会的投資　　115，184
社会的な不平等　　125
社会統合　　33，198，199，201
社会福祉基礎構造改革　　169
社会保険　　22，53，149
─主義　　147，148，203
─方式　　57，147，151
─料　　22，53
─料控除　　62

社会保障　　107
─給付　　205
─の逆機能　　134

社会保障目的税　　65
社会民主主義　　115
自由化　　114
集権的分散システム　　94，161，167，173
終身雇用　　127
従属人口指数　　154

住民自治　　89，96，101，165
─の形骸化　　171

就労要件　　138
需給ギャップ　　188，189
受給権　　58
熟議民主主義　　32
純粋公共財　　4
純負担　　49
条件付き給付　　133
少子化　　122，196
情報の非対称性　　56
奨励的補助金　　95
所得格差　　116
所得控除　　44，62，138
所得再分配　　108，119，196
─機能　　60，62
─政策　　130

所得税　　43
所得保障　　116，131，139
─給付　　199
─制度　　132

所得割　　61
自立・自助　　119，147
資力調査　　133
シーリング　→歳出の限度額
人口オーナス　　154
人口ボーナス　　154
新自由主義　　110，180，201
人　税　　43
人的資本　　184
垂直的公平性　　40
垂直・ピラミッド型の地域間構造　　164
水平的公平性　　40
スウェーデン　　6，53，64，67，68，127，202
スタグフレーション　　110
スティグマ　　133
税額控除　　138
生活困窮者自立支援法　　171
生活の場　　90，160
生活保護　　145
─基準　　133
─制度　　132

税源移譲　　96
生産年齢人口　　154
政治参加　　101，171
生存権　　132，162
税の自然増収　　109
税の平準化　　76
政　府　　82

222



─に対する（への）信頼　　38，204，206
政府関係機関予算　　21
政府間財政関係　　94，161
政府出資法人　　21，23
性別役割分業　　168，199，202，203
税方式　　57，148，151
世界金融危機　　188
世界政府　　192
世代間対立　　31，32，142，152
─の激化　　203

世代重複モデル　　78
セーフティネット　　183

最後の─　　132
世　論　　114
全国健康保険協会管掌健康保険　　59
全国総合開発計画　　162
戦争国家　　53
選別的　　151
─制度　　168
─な給付　　150，151

総合行政主体　　169
相互扶助　　147，153，199，202，205
─による生活機能　　197

増　税　　47，79，107，205
増税なき財政再建　　151，168
相対的貧困率　　125，145
租　税　　40
─客体　　42
─競争　　187
─原則（論）　　40，41
─国家　　72
─主体　　42
─代替化　　64
─抵抗　　37，73，204
─同意　　37
─反乱　　37
─負担率　　38
─法律主義　　18

租税回避　　40
─地　→タックスヘイブン

● た　行
対価関係　　57
対価性　　149

無─　　36　→「無償性」も参照
対人ケア・サービス　　139
対人社会サービス　　102，108，139，161，162，

167，199
滞納処分　　63

多国籍企業　　185
他者に対する責任　　201
多収性　　46
多数決制　　31
タックス・ジャスティス・ネットワーク

186
タックスヘイブン（租税回避地）　　185─187
タックス・ミックス　　41
単位労働コスト　　129
単純累進税率　　47
団体自治　　89，96，101，165
地　域　　160
地域開発（地域の開発政策）　　161，164，166
地域間格差　　159
─是正　　161

地域間所得再分配　　162
地域間の税収格差　　93，95
地域共生社会　　172
地域福祉計画　　172
地域包括ケア　　171
小さな政府　　112，180
地方交付税　　93，95
地方債　　74，93，95
地方財政計画　　174
地方財政の効率化　　175
地方自治　　89
地方自治体　　89
地方消費税　　174
地方税　　91，95
地方団体優先の原則　　98，99
地方分権　　192
─改革　　95，96，165，167，173

地方分権一括法　　96
中央銀行　　82
中立性　　40
超過累進税率　　47
賃金税　　60
定額負担　　61
底辺への競争　　182
転位効果　　6
デンマーク　　39
ドイツ　　6，53，54，64，68，83，126，203
統合政府　　82
特定財源　　93
特定非営利活動法人（NPO）制度　　172
特定補助金　　94
特別会計　　21，148
─改革　　22

トービン税　　192
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土木費　　102，165
ドーマー条件　　80

● な　行
内部留保　　45
ナショナルミニマム　　163，167
二元的所得税　　185
二重行政　　99
ニーズ　　6
─の可視化　　29
─判定　　137

ニーズ充足の財政収支への従属　　27
日銀引き受け　　73，83
日本型雇用　　127
NIMBY 問題　　32
年金生活者支援給付金　　67
年金制度改革　　152
年功賃金　　127
能率の原則　　97，99

● は　行
配偶者控除　　44
ハイパーインフレ　　83
派遣労働　　128
バブル経済　　188
反移民　　190
反 EU　　189
東日本大震災　　170
非ケインズ効果　　77
非正規雇用　　128
─・不安定雇用の増加　　201

被統治者による統治（自己統治）　　15，90
ひとり親世帯　　170
被用者保険　　58
─の適用拡大　　67

平等割　　61
比例税率　　44，46，59，185
貧　困　　116
─線　　127
─問題　　196

付加価値税　　46
不確実性　　55
賦課限度（額）　　59，60，64
賦課ベース　　59
複合的な不利　　139
福祉元年　　120
福祉国家　　7，53，182─185，190，192，196，197，

201
─の黄金期　　110

─批判　　111
福祉排外主義　　190
負担増　　156
復興債　　74
物　税　　46
負の所得税　　135─138
不平等曲線　　182
普遍的　　151
─な給付　　150，151，168

扶養控除　　44
プライマリーバランス（基礎的財政収支）　　

79，188
プラザ合意　　164
フランス　　6，53，64，65，67，68，126，203
ブレトンウッズ体制　　180
分権的な福祉政府　　192
分離課税　　44
ベヴァリッジ報告　　54
ベーシックインカム　　134─137
ベーシックインカム地球ネットワーク　　135，

137
包括的所得税　　185
法人擬制説　　45
法人実在説　　45
法人税　　44
─のパラドックス　　183
─率　　182，183，185─187

保険料水準固定方式　　66
保険料の滞納　　63
補償理論　　183─185
補助金　　174
補足性の原理　　133
ポピュリズム政党　　190

● ま　行
マイナス金利　　80
マクロ経済スライド　　66
水際作戦　　133
未納者問題　　62
民営化　　114，169
民間保険　　56
民主主義　　15
民生費　　102，168
無条件給付　　137
無償性　　36，57，72，149　→「無対価性」も参

照
無保険者問題　　62
メディア　　29
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● や　行
有害な租税競争　　187
有償資金　　23
有償性　　57，64，72
要望・陳情活動　　30
欲　望　　6
予　算　　13，16
─案　　25
─原則　　19，20
─の巨大化・複雑化　　26
─の拘束性　　17
─の執行　　16，24
─の編成　　16，24

予算過程　　16，24
─に関する原則　　19

● ら　行
利回り　　75
リーマンショック　　118，188
量的・質的緩和政策　　80
累進消費税（支出税）　　42
累進性　　63，113
累進税率　　44，185
累進的な税率構造　　64
労働所得　　181
労働生産性　　130

● わ　行
ワーキングプア　　128
ワシントン・コンセンサス　　193
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● か　行
ギデンズ，アンソニー　　192
ケインズ，ジョン・メイナード　　76

● さ　行
サッチャー，マーガレット　　111，180
シュメルダース，ギュンター　　37
シュンペーター，ジョセフ　　3，37
シンガー，ピーター　　191
神野直彦　　3，76
スタイナー，ヒレル　　191
ズックマン，ガブリエル　　186

● は　行
ピーコック，アラン　　6
フリードマン，ミルトン　　125
ポッゲ，トマス　　191

● ま　行
マスグレイブ，リチャード　　3，108，196

● ら　行
ルソー，ジャン─ジャック　　125
レーガン，ロナルド　　111，180

● わ　行
ワイズマン，ジャック　　6
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